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研究成果の概要（和文）：中国・インドの大国化という現象を前に、国際政治学・比較政治学とアジア研究を架
橋し、21世紀アジアの「国内政治―地域政治―国際政治」の交錯を実証的・理論的に分析した。①大国化する中
国とインドの内政変動と外交変容、② 中国・インド大国化の周辺諸国への影響とアジア国際政治の変動を共通
テーマとし、各研究者の成果発表と並んで、国内外の諸学会にて共同で成果公開を実施した。
総括の国際シンポジウム（立教大学、2017年3月）を土台に、現在"Globalization and Civil Society in East 
Asian Space"（Routledge,　2018年刊行予定）の刊行を準備している。

研究成果の概要（英文）：The rise of China and India is the crucial issue in the Asia-Pacific region.
 Is peaceful rise of China and India possible? How would other Asian states cope with this new 
situation? This study has challenged to analyze this by bridging the fields of International 
Politics, Comparative Politics and Asian Studies. 
Two international symposiums were held: “Emerging New Asian Order? China’s Rise and Power Shift in
 the Asia-Pacific Region”(June 2015, ICAS9, Australia) and “Globalization and Civil Society in 
East Asia” (March 2017, Rikkyo U). Based on the latter, a new book will be edited and published in 
2018.  

研究分野： 国際政治・南アジア政治・ジェンダー研究
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  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（１）研究の学術的背景 
本研究に関連する国内・国外の研究動向及

び位置づけ：日本のアジア研究への注目 
 「中国とインドの大国化」という問題は大
きな関心を集めている。2012 年 7月ドイツア
ジ ア 学 会 （ Deutsche Gesellschaft fuer 
Asienkunde 〈DGA〉）・アジア政経学会と科学
研究費補助金「広域アジアの市民社会構築と
その国際政治的課題」（研究代表者：竹中千
春）は、国際シンポジウム「アジアにおける
中国の新たな役割」を開催したが、ドイツ以
外にも北ヨーロッパ、アメリカ、オーストラ
リア、韓国から、日本のアジア研究者に「中
国とインドの台頭」を共同で研究したいとい
う要請が寄せられてきた。その背景には、両
国の内政と外交の連動、それをめぐる周辺諸
国の動向を捉えなければ、アジアの国際政治
を捉えられないという問題認識がある。本研
究は、アジア研究の世界的な拠点で活動する
研究者を中心に、国内外のそうした知的要請
に応えようとするものとして開始した。 
 
（２）広域アジアに関する共同研究の蓄積 
アジア研究と国際政治・国際関係論・比較

政治・ジェンダー研究などを交差させ、新し
い学問的なフロンティアを開拓するために、
さまざまな共同研究を積み重ねていた。その
ような試みとして、アジア政経学会東日本大
会共通論題「中国の外交と近隣諸国」（2013
年 10 月）で中国の台頭と周辺諸国との関係
を取り上げ、伊藤剛（中米関係）・藤原帰一
（国際変動）・堀本武功（インド政治）が報
告したもの、あるいは研究代表者・Sheila 
Smith・国分良成が 2011 年に報告した“The 
Rise of China and India: Implications for 
U.S.-Japan Policy Coordination”（第１回
目慶應義塾大学、第２回目米外交問題評議会、
ワシントン D.C.）などがある。また、日本国
際政治学会共通論題「21 世紀国際政治――権
力移行をどう捉えるか」（2011 年 11 月）で高
原明生が「中国の自己認識と外交安保政策」、
日本国際政治学会共通論題「グローバル不況
と政治変動」(2012 年 10 月)で劉傑が「中国
モデルの再模索――改革か伝統への回帰か」
を報告した。これらを土台に、本研究では「ア
ジアの内政変動と外交変容の交錯」を分析す
ることとした。 
 
（３）平成 23-25 年度科学研究費補助金の研
究チームの連携 
科学研究費補助金平成 23-25 年度「広域ア

ジアの市民社会構築とその国際政治的課題」
（研究代表者：竹中千春）は、アジア研究と
国際政治学を架橋し、①国民国家の動揺、②
内政と外交のダイナミズム、③国際社会の支
援と市民社会構築、④アジアの市民社会論、
⑤広域アジア研究の新しい知的デザイン、を
検討した。東日本大震災・大津波をめぐる地
域政治の展開を分析した共同研究について

は、2011 年 11 月アジア経済共同体フォーラ
ム（AECF、韓国）でセッションの形で成果を
発表し、その成果を刊行した。 
 
２．研究の目的 
（１）権力移行をめぐる国際政治・アジア政
治の分析 
「中国・インド大国化とアジア－内政変動

と外交変容の交錯」と題した本研究では、世
界的な比重の増す二国と他の新興諸国が形
成するアジア国際政治を考察することをめ
ざした。中国とインドの内政変動が対外政策
にいかなる影響を与えるか、その結果いかに
国際関係が変化しているか、他の国々の内政
や外交にどんな変化が見られるかに着目し、
21 世紀アジアの「国内政治―地域政治―国際
政治」の交錯を実証的かつ理論的に分析を試
みた。 
 
（２）広域アジアを掴む共通テーマの設定 
全体の共通テーマとして、以下の２つのテ

ーマを立てて、多角的な共同研究を編成した。  
① 中国とインドの内政変動と外交変容の比
較分析 
② 中国・インド大国化の及ぼす周辺諸国へ
の影響とアジア国際政治の変動 
本研究では、研究チーム１が中国と東アジ

ア、研究チーム２がインドと南アジア、研究
チーム３が両国と関わる東南アジア・南アジ
アや日米などの諸国を対象に問題を析出し、
全体を統括する枠組みの中で中国とインド
の比較分析をめざした。 
 

（３）中国・インド大国化とアジアの「国内
政治―地域政治―国際政治」の分析  
本研究は、アジア研究・国際政治学・比較

政治学を架橋しながら、広域アジアにおいて
インド・中国の大国化がどのような影響を及
ぼすのかを問うた企画である。①両国と周辺
諸国の次元、②それらの醸し出す国際関係と
地域政治の次元、それらを土台にしながら③
アメリカを中心とした国際政治について考
察し、「国内政治―地域政治―国際政治」の
３次元を結ぶリンケージ仮説を模索しつつ、
研究を実施した。 
 
（４）アジア研究と国際政治学・比較政治学
の連携 
本研究の独自性は、中国・インドの二国を

比較しつつ、両国と周辺諸国の関係変化を軸
として地域政治のダイナミズムを描き出そ
うとする点にある。そうした議論の提起によ
って、日本のアジア研究を前進させ、海外の
学会・大学・研究機関との連携を進展させる
ことをめざし、共同研究および成果発表の形
を工夫して実施した。 
 
３．研究の方法 
３つの研究チームを構成し、チーム間の柔

軟な連携によって共通する具体的なイシュ



ーについて事例研究を行い、統括チームが全
体のとりまとめのイニシアティブを発揮す
ることをめざした。 
・研究チーム１：中国の大国化と東アジア国
際政治 中国の大国化、中国の内政の変化と
対外政策の結びつき、中国の対外政策の展開
に焦点を置き、周辺諸国との関係の変化や外
交的な緊張を事例に取り上げて、①安全保障
と領土・領海、②ナショナリズムと東アジア
史、③市民的な協力、④ジェンダーの観点か
らの具体的なイシューの分析を共同で試み
る。それをもとに、「内政変動と外交変容の
交錯」としての「東アジアの国内政治―地域
政治―国際政治」の理論的な仮説を提起する。 
・研究チーム２：インドの大国化と南アジア
国際政治 インドの大国化、インドの内政の
変化と対外政策の結びつき、インドの対外政
策の展開に焦点を置き、周辺諸国との関係の
変化や外交的な緊張を事例に取り上げて、①
安全保障と領土・領海、②ナショナリズムと
南アジア史、③市民的な協力、④ジェンダー
の観点からの具体的なイシューの分析を共
同で試みる。それをもとに、「内政変動と外
交変容の交錯」としての「南アジアの国内政
治―地域政治―国際政治」の理論的な仮説を
提起する。 
・研究チーム３：中国とインドの周辺諸国と
アジア国際政治 日本・アメリカ・オースト
ラリアを含めて、中国とインドと接するアジ
ア・太平洋諸国における、両国の大国化の影
響について考察する。とくに、①安全保障と
領土・領海、②ナショナリズムとアジア史、
③市民的な協力、④ジェンダーの観点からの
具体的なイシューで研究チーム１・２と連携
して、共同研究を行う。その上で、中国を中
心とした東アジア国際政治、インドを中心と
した南アジア国際政治と関連しつつ、ダイナ
ミックな展開を示すアジア国際政治につい
て理論的な仮説を示す。 
・統括チーム： 全体の研究成果の共有とと
りまとめ 研究代表者とサブリーダーのイ
ニシアティブにより、全体的な研究のコーデ
ィネートを行う。 
  
４．研究成果 
（１）第 1年度（平成２６年度） 
初年度は、それぞれの研究チームでの立ち

上げを図りながら、基礎的な研究体制づくり
を中心的な課題として共同研究を進めた。 
研究成果を共有し公開する企画は以下の

通り実施した。第 1回研究会（研究チーム 2、
2014 年 6 月 15 日）「2014 年インド総選挙の
多角的分析」、第 2 回研究会（研究チーム 3、
2014 年 7 月 20 日）「ミャンマーとスリラン
カ：ベンガル湾からインド洋への政治空間」、
第 3 回研究会（研究チーム 1、2014 年 8 月 4
日）「現代無縁所としての香港社会」、第 4回
研究会（研究チーム 1・2 合同、2014 年 9 月
7 日）「日印関係―-強まる政治的絆と戦略的
パートナーシップの展開」、国際シンポジウ

ム（統括チーム、2015 年 1月 24 日）「中国と
どう向き合うか？－台頭する中国・パワーシ
フトと近隣アジアの政治変動－」。第 3 回お
よび第4回の研究会と全体集会には海外から
の研究者も招聘した。 
 
（２）第２年度（平成２７年度） 
引き続き、各研究チームでの展開とともに、

研究チーム間の情報共有を図り、統括チーム
としての取りまとめを進めるよう努めた。 
中間年度として、以下の企画を実施した。

2015 年 6 月 13 日には立教大学で開催された
アジア政経学会全国大会において「中国の
『台頭』と周辺の『反乱』」についての研究
会を行い、2015 年 12 月 12 日には立教大学で
国際シンポジウム「21 世紀アジアをめぐる海
の国際政治―インド洋・ベンガル湾・南シナ
海・東シナ海・太平洋―」を開催した。また、
6月シンガポール国立大学での「21 世紀海域
学の創成」シンポジウムに参加、7 月オース
トラリア・アデレード市での国際アジア研究
者 会 議 （ ICAS9: the 9th International 
Convention of Asia Scholars ） で は 、
“Emerging New Asian Order? China’s Rise 
and Power Shift in the Asia-Pacific 
Region”というセッションを開催した。これ
らの事業においては、立教大学アジア地域研
究所平成25-27年度私立大学戦略的研究基盤
形成支援事業「21 世紀海域学の創成－「南洋」
から東シナ海・インド洋・太平洋の現代的ビ
ジョンへ－」および国際交流基金 2015 年度
アジア・文化創造協働助成プログラム「イン
ド・太平洋時代のアジア新秩序：日本・
ASEAN・オーストラリア・インドにおけるア
ジア研究の知的協働」とも共同で取り組んだ。 
また、アジア諸国間の比較研究の共同の試

みとして、複数のフィールド調査を実施した。
2016 年 1月中旬には台湾総統選挙・立法委員
選挙の時期に、中国の大国化という国際環境
の変化の中での台湾の民主主義について現
地調査を実施した。同年 3月中旬には中国の
台頭と並んでインドの大国化が論じられる
現在、実際にはインド国内で何が起こり、
人々は何を考えているのかを調査するため
に、研究分担者・研究協力者 5名で、首都ニ
ューデリーと南インドのタミル・ナドゥー州
での調査を行なった。大学や研究機関に属す
専門家、ジャーナリスト、政策担当者へのイ
ンタビューや学術交流を実施して、充実した
成果を納めた。 
 
（３）第３年度（平成２８年度） 
最終年度は、本研究の成果についての取り

まとめに向けての作業を進め、そのために以
下のような企画を実施した。2016 年 5 月 19
日には立教大学にて日印関係を中心にした
アジアの権力移行に関する講演会を、国連大
学との協力で開催した。また 6 月 18 日には
日本貿易振興機構アジア経済研究所で開催
されたアジア政経学会研究大会にて分科会



「インド洋をめぐる 21 世紀の国際政治」を
共同で開催した。その成果は学会誌『アジア
研究』の特集号に掲載予定である。 
各研究チームとしての共同での業績発表、

各自の事例分析と理論仮説についての業績
発表とともに、統括チームとして本研究の成
果の刊行に向けた企画と準備を行った。2017
年 3月 11-12 日には国際シンポジウム「グロ
ーバリゼーションと東アジアの市民社会」を
開催し、海外からの研究協力者とともに、各
研究チームから代表が報告を行い、「中国・
インド大国化とアジア－内政変動と外交変
容の交錯」についてどのような成果の取りま
とめが可能かを議論した。この会議をもとに、
Globalization and Civil Society in East 
Asian Space ( 仮 題 ) （ Routledge,2018 
forthcoming）を刊行する予定で、担当者が
執筆を準備している。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 99 件） 
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る中国外交、国際問題、査読無、659 号、
2017、4-11 

② 倉田徹、特集：中国の「台頭」と周辺の
「反乱」 序論、アジア研究、査読有、
63 巻 1号、2017、46-47 

③ Jeyong Sohn 、 Ji Young Kim,  
Settlement without Consensus: 
International Pressure, Domestic 
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④ 長有紀枝、難民・国内避難民と内戦と、
広島平和研究、査読無、第 3 号、2017、
5-12 

⑤ 清水展、東南アジア・ASEAN の可能性と
日本の関わり：たとえばグローバル化す
るフィリピンの事例から考える、多文化
社会研究、査読無、3号、2017、131-163 

⑥ 田村慶子、シンガポール 2015 年総選挙と
権威主義体制の行方、国際政治、 査読有, 
185 巻、2017、33-48 

⑦ 田村慶子、台湾とシンガポールにみる性
的マイノリティーの人権と市民社会、ア
ジア女性研究、 査読有、27 巻、2017、 
19-35 

⑧ 勝間靖、日中韓の大学における国際的な
高等教育ネットワークの構築～キャンパ
ス・アジア（CAMPUS Asia）を中心として、
国連ジャーナル、 査読無、春号、2017、 
26-27 

⑨ 倉田徹、どうなる香港独立論：香港立法
会選挙で本土派伸びる、外交、査読無、
2013－Ⅱ、2016、66-67  

⑩ 藤原帰一、アメリカ大統領選挙 展望と
課題、日本貿易会月報、 査読無、747 巻、

2016、 28-32 
 
〔学会発表〕（計 115 件） 
① Chiharu Takenaka, How to Discuss? 

Globalization and Civil Society in 
Asia, Globalization and Civil Society 
in East Asian Context, 2017.03.11, 
Ikebukuro Campus, Rikkyo University 
(Toshima-ku,Tokyo) 

② Kiichi Fujiwara, National History and 
Japan, 2017.03.11, Ikebukuro Campus, 
Rikkyo University (Toshima-ku,Tokyo) 

③ Jeyong Sohn, The Emergence of a New 
Civil Movement? Democratization of 
“Democracy”in South Korea, 
2017.03.11, Ikebukuro Campus, Rikkyo 
University (Toshima-ku,Tokyo) 

④ Kazuya Nakamizo, Global, Regional and 
Local Aspects of Hong Kong’s 
Democracy Movement, 2017.03.11, 
Ikebukuro Campus, Rikkyo University 
(Toshima-ku,Tokyo) 

⑤ Chiharu Takenaka, “Livelihood 
Transformability in Villages with Poor 
Water Resources in India: Case of Tamil 
Nadu”, 2016.07.16, Karasuma Campus, 
Doshisha University (Kyoto-city, 
Kyoto) 
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